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1. はじめに

本研究では水資源の地域間の再配分がもたらす長

期的な経済成長効果について定量的に分析するため

の多部門経済成長モデルを提案する．そして，関東

地方を対象に，利根川水系の水資源の再配分がもた

らす経済成長効果について数値シミュレーションを

行う．

本研究では国際貿易を考慮した小国開放ラムゼー

経済モデルを定式化する．モデルにおいて，日本国

内は３つの地域で構成され，４つの産業部門が生産

を行う．家計は毎期，市場を通じて労働と資産，土

地を提供して要素所得を得る傍ら，各部門で生産さ

れた財やサービスを消費する．さらに家計は無限の

将来視野をもち，貯蓄と借り入れによって資産スト

ックをコントロールする．本研究では完全に合理的

な家計や企業と，摩擦のない市場を仮定する．また，

産業連関表や水利用実績のデータを用いてモデルの

キャリブレーションを行う．そして，数値シミュレー

ションにより，仮想的にある一定量の水資源を県間で

再配分する政策が実施されるケースや，市場におい

て水取引がなされるケースを想定し，長期的なGDP

の成長や資本ストックの蓄積，また産業構造の変化

について定量的に分析する予定である．望ましい水

移転政策については，法学，土木工学，経済学，農

学，環境工学等さまざまな視点から検討がなされて

いる．本研究では市場メカニズムが到達可能な最も

効率的な結果として，ひとつのベンチマークを提供

することを目的とする．本稿では上記の目的のため

の多部門経済成長モデルを示すこととする．
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2. 多部門ラムゼー経済成長モデル

(1) 経済環境

小国開放経済を考える．対象国である日本を関東

1，関東2と日本のその他の地域 (The Rest of Japan

(ROJ))の3地域に分割し，地域インデックス i 2 I =
f1; 2; 3gを用いて，それぞれ i = 1; 2; 3により表現す

る．本研究では関東地方における利根川水系の水分

配を議論するため，水移転のシナリオに応じて関東

地方を2地域に分けることとする．基本ケースでは

関東1を東京，関東2を栃木，茨城，千葉，群馬，埼

玉，神奈川の6県の集合に分割する．今後，さまざま

な水移転シナリオに応じて地域を再分割する予定で

ある．

関東1と関東2における生産部門を農業部門，製

造業部門，サービス業部門，生活用水供給部門の４

つに分類し，それぞれをインデックス j 2 J =

fa;m; s; !gにより表現する．ROJ地域には農業部

門，製造業部門，サービス業部門の3部門が存在す

ると仮定する．各時点 tで，地域 iで生産された部門

jの最終消費財は価格pji(t)で取引されるとする．ま

た，農業部門aと製造業部門mの財はそれぞれ生産

地間で完全に代替的であると仮定する．さらに両部

門の財は貿易可能であるとし，国内外の輸送に費用

はかからないものと仮定する．したがって価格は世

界価格pa; pmによって外生的に与えられることにな

る．また農業財と製造業財による国際貿易は毎期バ

ランスしていなければならないものとする．一方，

サービス業部門と生活用水供給部門が供給する財・

サービスは，地域ごとに固有の性質をもつことに

よって効用関数において互いに不完全代替であると

し，さらに地域間の輸送や貿易が不可能であると仮

定する．したがってサービス業部門と生活用水供給

部門の市場は地域ごとに閉じており，各地域の価格



ps1(t),ps2(t),ps3(t),p!1(t),p!2(t)が毎期，内生的に決

まることになる．なお，本研究では関東地方の中で

の水移転に関心を集中するため，生活用水供給部門

は関東地方のみに存在するものとする．また，本モ

デルでは各部門の生産の投入財としての水と，生活

用水供給部門の産出物である生活用水を明確に区別

する．前者を「水資源」ないし単純に「水」と呼び，

後者を「生活用水」と呼ぶこととする．生活用水は

中間投入には用いられず，家計の消費のみに用いら

れることになる．水の分配については，はじめは外

生的に与えられるケースを想定し，後に市場取引で

決まるケースについて考える．

また，農業財とサービス，水資源，生活用水は期

を越えて保存することが不可能であり，ある期に供

給された量をその期に消費しなければならないもの

と仮定する．唯一，製造業財のみが次期に持ち越す

ことができる財であり，よって貯蓄や投資は製造業

財を用いて行われるものとする．資本市場は国内で

閉じており，利子率 r(t)は内生的に決まるものとす

る．代表的家計は毎期，労働市場に労働を供給して

賃金を得ると同時に，資本市場に投資をして利子を

得る．各家計は毎期，非弾力的に労働を供給すると

し，その量を1に基準化する．よって経済全体の労働

量の和は家計数に一致し，その量をL(t)により表す．

家計の貯蓄は全て資本市場における投資に回る．労

働市場と資本市場は完全に競争的であるとする．さ

らに家計は土地を保有し，農業部門における生産に

提供して地代を得る．また水資源のレントも代表的

家計の所得として還元されると仮定する．家計は完

全な将来視野をもち，また経済に不確実性は存在し

ないものと仮定する．

(2) 生産技術

時点 tに地域 iの部門 jで投入される労働と資本，

水資源をそれぞれLji(t),Kji(t),Eji(t)により表そう．

また地域 iに存在する土地をZiにより表す．土地Zi

は地域 iの農業部門の生産でのみ用いられると仮定

する．部門nの生産財が，地域 iの部門 jにおける中

間財となるとき，その水準をY énji(t)により表すこと

とする．すなわちY énji(t)は部門nから部門 jへの中

間投入を表す．全ての企業は収穫一定の技術をもつ

と仮定する．地域3(ROJ)の集計的産出は次式のよう

に表される．

Ya3 î min
La3;Ka3;Y éaa3;Y

é
ma3;Y

é
sa3

Ån
F a3(A(t)La3;Ka3; B(t)Z3);

Y éaa3
õaa3

;
Y éma3
õma3

;
Y ésa3
õsa3

õ
(1)

Yj3 î min
Lj3;Kj3;Y éaj3;Y

é
mj3;Y

é
sj3

Ån
F j3(A(t)Lj3;Kj3);

Y éaj3
õaj3

;
Y émj3
õmj3

;
Y ésj3
õsj3

)
(j = m; s) (2)

また，地域1(関東1)と地域2(関東2)の集計的産出は

次式のように表される．

Yai î min
Lai;Kai;Y éaai;Y

é
mai;Y

é
sai

Ån
F ai(A(t)Lai;Kai; B(t)Zi;É(t)Eai);

Y éaai
õaai

;
Y émai
õmai

;
Y ésai
õsai

õ
(i = 1; 2) (3)

Yji î min
Lji;Kji;Y éaji;Y

é
mji;Y

é
sji

Ån
F ji(A(t)Lji;Kji;É(t)Eji);

Y éaji
õaji

;
Y émji
õmji

;
Y ésji
õsji

)
(j = m; s; !; i = 1; 2) (4)

A(t)は外生的に与えられる労働の技術進歩，B(t)，

É(t)はそれぞれ土地，水の利用効率に関する外生的

技術進歩を表す．またõnjiは，生産Yjiにおける中間

財の投入係数を表す．なお，本モデルでは，前述の

ように地域3における水の投入については明示的に

扱わない．上式のF ji(Å)を以下のように特定化する．

F a3(A(t)La3(t);Ka3(t); B(t)Z3)

= åa3fA(t)La3(t)gãa13Ka3(t)ãa23fB(t)Z3gãa33

åa3 > 0; 0 î ãah3 î 1;
X
h

ãah3 = 1 (5)

F j3(A(t)Lj3(t);Kj3(t))

= åj3fA(t)Lj3(t)gãj13Kj3(t)ãj23 (j = m; s)
åj3 > 0; 0 î ãjh3 î 1;

X
h

ãjh3 = 1 (6)

F ai(A(t)Lai(t);Kai(t); B(t)Zi;É(t)Eai)

= f[åa1ifA(t)Lai(t)gãa1iKa3(t)ãa2ifB(t)Z3gãa3i ]îai

+[åa2iÉ(t)Eai]
îaig

1
îai (i = 1; 2)

åah0i > 0; 0 î ãahi î 1;
X
h

ãahi = 1 (7)

F ji(A(t)Lji(t);Kji(t);É(t)Eji)

= f[åj1ifA(t)Lji(t)gãj1iKji(t)ãj2i ]îji

+[åj2iÉ(t)Eji]
îjig

1
îji (j = m; s; !; i = 1; 2)

åjh0i > 0; 0 î ãjhi î 1;
X
h

ãjhi = 1 (8)

すなわち労働，資本，土地に関してはコブ＝ダグラ



ス型，水に関してはCES型を仮定する．

(3) 家計の問題

一家計あたりの地域 i，部門 jの財の消費水準を

qji(t) = Qji(t)=L(t)により表そう．ただし農業財と

製造業財については生産地に関して完全代替的であ

ると仮定し，部門 jの財の消費を qj(t) =
P
i qji(t)に

より表す．代表的一家計の時点 tにおける消費ベクト

ルと瞬間的効用関数を以下のように定義する．ただ

し表記の煩雑さを避けるため，各 qj0(t)に関して (t)

の表記を省略する．

q := (qa; qm; qs1; qs2; qs3; q!1; q!2) (9)

u(q) := qbaa q
bm
m q

bs1
s1 q

bs2
s2 q

bs3
s3 q

b!1
!1 q

b!2
!2 ;

bj0 > 0;
X
j0
bj0 = 1 (10)

また，各財の価格ベクトルを次式のように与える．

p := (pa; pm; ps1; ps2; ps3; p!1; p!2) (11)

価格pの下で瞬間的効用水準 qを達成するための最

小費用を以下の支出関数により表す．

M(p; q) := Ñ(p)q = min
q
fpÅq : q î u(q)g(12)

瞬間的効用関数を式 (10)に示すようにコブ＝ダグラ

ス型に特定すると，支出関数M(Å)は qに関して線形

で，pに関して１次同次かつ凹になる．また，M(Å)に
Shephardのレンマを適用することにより各財の最適

消費水準を導くことができる．生涯効用関数は各時

点の効用水準の現在価値として次式のように表され

る．

U :=
Z 1

0
log (q(t)) exp (nÄö)tdt (13)

ただしö(> 0)は将来効用の割引率を表す．n < öを

仮定する．上記のように各家計は自身の家系の規模

が拡大していく効果を効用に含めるものと考える．

前述のように資本市場が閉じているため，家計の

総資産は国内全部門の総資本に一致する．一家計あ

たりの資本ストックをk(t) := K(t)=L(t)により表す

と，資本の形成過程は以下のように与えられる．

_k (t) = w(t) + k(t)fr(t)Ä ng+
X
i2I
úi(t) ~BZi

+
2X
i=1

X
j2J
vji(t)~ÉEji ÄM(p(t); q(t)) (14)

ただし，w(t)は賃金率，r(t)は利子率，nは人口成

長率，úi(t)は地域 iの１単位当たりの土地のレント，

~B := B(t)=L，またvji(t)は地域 iの部門 jの１

単位当たりの水のレントすなわち潜在価値 (shadow

value)，~É := É(t)=Lである．既述したように水のレ

ントは家計に還元されると仮定する．

家計は各期の価格ベクトルp(t), 要素価格

w(t); r(t),úi(t); vji(t)を与件として，瞬間的効用水準

の流列fq(t)gt2[0;1)をコントロールすることにより，

生涯効用関数を最大化する．すなわち，

max
fq(t)g

式 (13)

s.t. 式 (14)

k(0) =
K0
L(0)

(15)

lim
t!1

î
k(t) exp

ö
Ä
Z t

0
(r(t0)Ä n)dt0

õï
ï 0 (16)

式 (15)は一家計当たり初期資本ストックを表す．

式 (16)はチェーン・レター方式の借金を禁じるNo-

Ponzi-Game条件を表している．最適化条件を導き，

整理すると以下のEuler方程式を得る．
_M(t)

M(t)
= r(t)Äö (17)

利子率 r(t)がöよりも大きな水準から徐々に減少して

いくとき，家計支出の増加率も減少していく．横断性

条件は以下のように表される．

lim
t!1

[ï(t)k(t)] = 0 (18)

ただしï(t)は資本ストックの潜在価値を表す．

一方，労働拡大的技術進歩がxの成長率で与えら

れ，A(t) = exp(xt)が成立するとき，各変数 z(t)を

効率単位労働当たりの量ẑ(t) := z(t) exp(Äxt)とし

て扱うと便利になる．以下，効率労働当たりの量と

して表す変数をハット"　̂"をつけて表す．このとき

予算制約式 (13)とEuler方程式 (17)は以下のように

表される．
_̂k (t) = ŵ(t) + k̂(t)fr(t)Ä nÄ xg

+
X
i2I
úi(t)B̂Zi +

2X
i=1

X
j2J
vji(t)É̂Eji

ÄM̂(p(t); q(t)) (19)
_̂M(t)

M̂(t)
= r(t)ÄöÄ x (20)

ただしk̂(t) := k(t)eÄxt,ŵ(t) := w(t)eÄxt,B̂(t) :=

~B(t)eÄxt,É̂(t) := ~É(t)eÄxt,M̂(t) := M(t)eÄxtで

ある．また土地利用の技術B(t)や水利用の技術進歩

É(t)も労働同様にxの率で成長する場合，B̂(t) =

É̂(t) = 1が成立する．本研究では以後この関係が成

立しているものと仮定する．

3. 市場均衡と農業部門，水のレント



(1) 地域ROJの製造業部門，サービス部門の費

用関数

はじめに，水資源Ejiは各生産部門に対して外生

的に与えられており，再配分は行われないケースを

考える．このとき水Ejiは各部門における固定要素に

なる．

はじめに水を投入要素としてもたない地域ROJ

の費用関数を導く．本章では費用関数等の最適値関

数を効率労働単位で表現する．そこで以下の集約形

表現を用いることにする．lji := Lji=L，k̂ji :=

Kji=(AL)， ~Zi := BZi=(AL) = Zi=L, ~Eji :=

ÉEji=(AL) = Eji=L．式 (2)(6)より，生産関数

F j3(Å)の１次同次性を考慮すると地域3(ROJ)の製

造業部門とサービス業部門の効率労働単位当たりの

費用関数は以下のように表される．

~Cj3(ŵ; rk;p)

:=

(
Cj3

ê
ŵ; rk

ë
+

X
n=a;m;s

õn3jpj3

)
ŷj3;

(j = m; s) (21)

ただし Cj3
ê
ŵ; rk

ë
ŷj3

:= min
lj3;k̂j3

n
lj3ŵ + r

kk̂j3 : ŷj3 î f j(lj3; k̂j3)
o

(j = m; s) (22)

ただし rk(t) = r(t) +é，ここに r(t)は家計が受け取

る利子率，éは資本の減耗率を表す．rk(t)は資本の減

耗率を含んだ利子率を表す．Cj3
ê
ŵ; rk

ë
ŷj3は付加価

値に相当する．Cj3
ê
ŵ; rk

ë
は要素価格ベクトルに関

して１次同次かつ凹であり，Shephardのレンマを満

たす．

(2) 農業部門の土地，水の潜在価値

各地域，各部門の付加価値価格は以下のように与

えられる．

pvji (psi (t)) := pji(t)Äõajipa Äõmjipm Äõsjipsi (t)
(j = a;m; s; ! i = 1; 2; 3) (23)

農業財と製造業財の最終財価格pa; pmは地域間で等

しくなるが，付加価値価格については各地域のサー

ビス財を中間投入するため，異なった水準となる．式

(1)(3)(5)(7)より，地域1,2において農業部門の土地

と水に帰着するレントの和と，地域3における土地

のレントは以下のように表される．

Öai
ê
pvai; ŵ; r

k; ~Zi; ~Eai
ë

:= max
lai;k̂ai

n
pvaiF

ai
ê
lai; k̂ai; ~Zi; ~Eai

ë
Ä ŵlai Ä rkk̂ai

o
(i = 1; 2) (24)

Öa3
ê
pva3; ŵ; r

k; ~Z3
ë

:= max
la3;k̂a3

n
pva3F

a3
ê
la3; k̂a3; ~Z3

ë
Ä ŵla3 Ä rkk̂a3

o
(25)

生産関数の１次同次性より，各Öaiはpvai; ŵ; r
kのつい

て凹であり，Hotellingのレンマを満足する．さらに

Öaiは以下のように価格で構成された関数と固定要素

で構成された関数に分解して表すことができる．

Öai(pvai; ŵ; r
k; ~Zi; ~Eai)

= ôai
ê
pvai; ŵ; r

k
ë
âi
ê
~Zi; ~Eai

ë
(i = 1; 2) (26)

Öa3
ê
pva3; ŵ; r

k; ~Z3
ë
= ôa3

ê
pva3; ŵ; r

k
ë
~Z3 (27)

土地と水の潜在価値は以下のように表される．

úi = ô
ai
ê
pvai; ŵ; r

k
ë@âiê~Zi; ~Eaië

@ ~Zi
(i = 1; 2) (28)

vai = ô
ai
ê
pvai; ŵ; r

k
ë@âiê~Zi; ~Eaië

@ ~Eai
(i = 1; 2) (29)

ú3 = ô
a3
ê
pva3; ŵ; r

k
ë

(30)

土地の貸借市場が完全競争的である場合，úiは地域 i

の土地の賃貸料に相当する．全ての付加価値を要素

支払いに分配することにことによって次式が成立す

る．

pvaiŷai Ä ŵlai Ä rkk̂ai Äúi ~Zi Ä vai ~Eai = 0
(i = 1; 2) (31)

pva3ŷa3 Ä ŵla3 Ä rkk̂a3 Äú3 ~Z3 = 0 (32)

(3) 製造業，サービス業部門，生活用水供給部門

における水の潜在価値

地域1と地域2では製造業部門とサービス業部門，

生活用水供給部門でも水を用いる．よってそれらの

部門では水のレントが発生する．

ôji(pvji; ŵ; r
k) ~Eji := max

lji;k̂ji

n
pvjiF

ji
ê
lji; k̂ji; ~Eji

ë
Äŵlji Ä rkk̂ji

o
(j = m; s; !; i = 1; 2) (33)

各ôjiはpvji; ŵ; r
kのついて凹であり，Hotellingのレ

ンマを満足する．地域 i,部門 jの水の潜在価値は以下

のように表される．

vji =
@fôji

ê
pvji; ŵ; r

k
ë
~Ejig

@ ~Eji
= ôji

ê
pvji; ŵ; r

k
ë

(j = m; s; !; i = 1; 2) (34)

以上より，動学的予算制約式 (22)は以下のように

書き換えられる．
_̂k (t) = ŵ(t) + k̂(t)fr(t)Ä nÄ xg



+
2X
i=1

ôai
ê
pvai; ŵ; r

k
ë
âi
ê
~Zi; ~Eai

ë
+ôa3

ê
pva3; ŵ; r

k
ë
~Z3

+
2X
i=1

X
j2Jnfag

ôji
ê
pvji; ŵ; r

k
ë
~Eji

ÄM̂(p(t); q(t)) (35)

(4) 各時点の市場均衡

本モデルの動学的一般均衡問題は異時点間の問題

(inter-temporal problem)と，各時点の問題 (intra-

temporal problem)の組み合わせで構成される．異

時点間の問題では，式 (22)(23)や初期条件，横断性

条件によりfk̂(t); M̂(t)gt2[0;1)の流列が決まる．それ

に対して各時点の問題では，各期の (k̂(t); M̂(t))を与

件として，要素市場や生産物市場の価格や取引量が

決定する．市場における各部門の要素投入に関して

は，各部門の費用関数にShephardのレンマを適用し

たり，レントを表す利潤関数にHotellingのレンマを

適用したりすることにより得ることができる．また

固定要素をもつ部門に関しては，財の産出水準も利

潤関数とHotellingのレンマより得ることができる．

また家計の各財の需要に関しても支出関数とShep-

hardのレンマより導出できる．したがって，その他

の intra-temporalな 需 給 均 衡 条 件 を 用 い て

9つの内生変数 (w; rk; ps1; ps2; ps3; p!1; p!2; ym3; ys3)

を決定する必要がある．地域3の部門m; sのみが固

定要素をもたないため，ym3; ys3をHotellingのレン

マにより得ることができないことに留意されたい．

以上の9つの未決定変数は，以下の9本の方程式によ

り決定する．

i) 地域3の部門m; sの完全競争によるゼロ利潤条件

（2式）

Cj3
ê
ŵ; rk

ë
= pvj3 (ps3) (j = m; s) (36)

ii) 労働市場のクリアリング（1式）

Ä
X
i=1;2

24@ôaiêpvai (psi) ; ŵ; rkëâiê~Zi; ~Eaië
@ŵ

+
X

j=m;s;!

@ôji
ê
pvji (psi) ; ŵ; r

k
ë
~Eji

@ŵ

35
Ä
@ôa3

ê
pva3 (ps3) ; ŵ; r

k
ë
~Z3

@ŵ

+
X
j=m;s

@Cj3
ê
ŵ; rk

ë
ŷj3

@ŵ
= 1 (37)

iii) 資本市場のクリアリング（1式）

Ä
X
i=1;2

24@ôaiêpvai (psi) ; ŵ; rkëâiê~Zi; ~Eaië
@rk

+
X

j=m;s;!

@ôji
ê
pvji (psi) ; ŵ; r

k
ë
~Eji

@rk

35
Ä
@ôa3

ê
pva3 (ps3) ; ŵ; r

k
ë
~Z3

@rk

+
X
j=m;s

@Cj3
ê
ŵ; rk

ë
ŷj3

@rk
= k̂ (38)

iv) 各地域のサービス市場のクリアリング（3式）

@M̂

@psi
+õsai

@ôai(pvai; ŵ; r
k)âi( ~Zi; ~Eai)

@pvai

+
X

j=m;s;!

õsji
@ôji(pvji; ŵ; r

k) ~Eji
@pvji

=
@ôsi(pvsi; ŵ; r

k) ~Esi
@pvsi

(i = 1; 2) (39)

@M̂

@ps3
+õsa3

@ôa3
ê
pva3; ŵ; r

k
ë
~Z3

@pva3
+
X
j=m;s

õsj3ŷj3 = ŷs3 (40)

v) 地域1,2の生活用水市場のクリアリング（2式）

@M̂

@p!i
=
@ô!i

ê
pv!i; ŵ; r

k
ë
~E!i

@pv!i
(i = 1; 2) (41)

また，本経済の動学は長い時間の後に定常状態に

至る．定常状態は式 (22)(23)において
_̂k = 0; _̂M(t) =

0となる状態として定義される．すなわちそれは効率

単位当たりの資本ストックや家計支出の成長率がゼ

ロとなる状態を意味する．したがって一家計当たり

ないし経済全体の資本ストックは一定の率で成長す

る状態となる．

4. おわりに

本稿では水移転の長期的マクロ経済効果を分析す

るための多部門ラムゼー経済成長モデルを定式化し

た．発表時には，地域間産業連関表や水利用のデータ

を用いたモデルのキャリブレーションの結果と，い

くつかの政策シナリオの下での数値シミュレーショ

ン結果を示す．なお，本モデルの修正の余地のひと

つに，産業用水のリサイクルのプロセスの考慮があ

る．工場等では相当に高い率で回収水が用いられて

いる．より詳細に実態を調べながらモデルを修正し

ていく必要がある．モデルを精緻化した上で，種種

の水移転シナリオの下での経済成長プロセスを記述



して，政策的示唆を導くことを目標とする．なお，本

研究は農林水産政策科学研究委託事業「農水産分野

の権利取引がもたらす経済厚生及び必要要件に関す

る理論的・実証的研究」（平成21年度－平成23年度，

代表：堀口健治（早稲田大学））の一環として実施さ

れている．当事業の研究推進委員会に深く感謝申し

上げます．
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